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職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律 

施行規則の一部を改正する省令（案）について（概要） 

 

 

１．改正趣旨 

○ 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47

号。以下「法」という。）第４条第１項第３号の規定に基づき、職業訓練の実施等による

特定求職者の就職の支援に関する法律施行規則（平成 23 年厚生労働省令第 93 号。以下

「規則」という。）第２条各号において、申請のあった職業訓練について厚生労働大臣が

認定する際の基準（以下「認定基準」という。）を規定している。 

○ また、法第５条の規定に基づき、当該認定を受けた職業訓練（以下「認定職業訓練」と

いう。）を実施する機関に対する助成として、認定職業訓練実施基本奨励金及び認定職業

訓練実施付加奨励金（以下「奨励金」という。）を支給しており、規則第８条においてそ

の支給基準を規定している。 

○ さらに、法第７条の規定に基づき、特定求職者が認定職業訓練を受けることを容易にす

るため、特定求職者に職業訓練受講給付金を支給しており、規則第 11 条においてその支

給基準を規定している。 

○ これらの基準について、育児や就業等の事情により決まった日時に職業訓練を受講する

ことが困難な者が職業訓練を受けやすくするため、認定職業訓練の実践コースとしてオン

デマンド型訓練（実施日が特定されていない科目を含む職業訓練をいう。以下同じ。）を

実施すること等ができるよう、規則第２条、第８条及び第 11 条等について所要の改正を

行う。 

○ 加えて、新型コロナウイルス感染症の影響により休業を余儀なくされる方等が仕事と訓

練受講を両立しやすい環境を整備するため、規則附則第３条の６において、職業訓練受講

給付金のうち職業訓練受講手当に関する暫定措置の規定を設けているところ、現下の状況

に鑑み、当該暫定措置の期限を延長するための改正を行う。 

 

２．改正内容 

(1) 求職者支援訓練の訓練期間等の認定基準（規則第２条及び附則第３条の５の改正） 

○ オンデマンド型訓練の対象者は、育児中など特に配慮を必要とする特定求職者等

（特定求職者であって公共職業安定所長の指示を受けたもの等をいう。以下同じ。）

であって、厚生労働省人材開発統括官が定めるものとする。 

○ オンデマンド型訓練については、訓練期間を２月以上６月以下、訓練時間を原則と

して月 80 時間以上（令和５年３月末までは月 60 時間以上）とする。また、認定職業

訓練を受けることを容易にするため、オンデマンド型でない訓練についても、育児中

等の特定求職者等については、訓練期間を原則として２月以上６月以下とする。 

○ 令和５年３月末までは、訓練期間が２月以上３月未満又は訓練時間が月 60 時間以上

80 時間未満であるオンデマンド型訓練について、欠格の基準となる就職率を 30％とす

る。 
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(2)  奨励金の支給基準（規則第８条及び附則第３条の５の改正） 

○ オンデマンド型訓練を実施する機関に対する奨励金は、当該機関が定める時間数の

８割以上の受講を要件として支給する。また、支給単位期間が 28 日未満である場合

は、当該支給対象期間における８割以上の受講を要件とし、当該支給単位期間から土

日祝日を除いた日数に基づく日割り計算により支給する。 

○ 訓練期間が２月以上３月未満又は訓練時間が月 60 時間以上 80 時間未満であるオン

デマンド型訓練を実施する機関に対する奨励金は、令和５年３月末までの間、就職率

30％未満の場合は支給なし、就職率が 30％以上 55％未満の場合は修了者１人当たり月

１万円、就職率が 55％以上の場合は修了者１人当たり月２万円とする。 

 

(3)  職業訓練受講手当の支給基準（規則第 11 条及び附則第３条の６の改正） 

○ 職業訓練受講手当の支給対象に認定職業訓練の実践コースのオンデマンド型訓練を

加える。 

○ 職業訓練受講手当の支給要件のうち月収８万円以下であることとする要件について、

シフト制で働く方等については、規則附則第３条の６の規定により、令和３年２月 25 日

から同年９月 30 日までは月 12 万円以下に引き上げる暫定措置を講じているところ、当

該期間を令和３年２月 25 日から令和４年３月 31 日までに延長する（※）。 

 ※ 職業訓練受講手当は、おおむね１月ごとに区切られた支給単位期間ごとに支給申請を行い、当

該支給単位期間について支給決定をすることとしているため、支給単位期間の初日が令和３年２

月 25 日から令和４年３月 31 日までの間にある場合においては、当該支給単位期間以降の支給単

位期間（令和４年３月 31日以降のものを含む。）について本措置を適用することとなる。 

 

(4) その他 

○ その他所要の措置を講じる。 

 

３. 根拠条項 

  法第４条第１項第３号、第７条第２項及び第 19 条 

 

４．施行期日等 

公 布 日：令和３年９月中旬（予定） 

施行期日：令和３年 10 月１日 
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務

科
、

営
業

販
売

科
な

ど
医

療
事

務
医

療
・

介
護

事
務

科
、

調
剤

事
務

科
な

ど
介

護
福

祉
介

護
職

員
実

務
者

研
修

科
、

保
育

ス
タ

ッ
フ

養
成

科
な

ど
デ

ザ
イ

ン
広

告
・

D
TP

ク
リ

エ
ー

タ
ー

科
、

W
EB

デ
ザ

イ
ナ

ー
科

な
ど

そ
の

他
３

次
元

C
AD

活
用

科
、

ネ
イ

リ
ス

ト
養

成
科

な
ど

〇
求

職
者

支
援

訓
練

の
実

施
機

関
に

対
す

る
奨

励
金

※
こ

の
他

、
託

児
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

訓
練

実
施

機
関

に
対

し
、

児
童

一
人

当
た

り
月

６
万

６
千

円
を

限
度

に
保

育
奨

励
金

を
支

給

基
礎

コ
ー

ス
基

礎
コ

ー
ス

：
受

講
者

数
に

応
じ

て
定

額
を

支
給

：
６

万
円

／
人

月

実
践

コ
ー

ス

訓
練

修
了

者
の

う
ち

、
特

に
安

定
し

た
雇

用
が

実
現

し
た

（
雇

用
保

険
被

保
険

者
と

な
っ

た
）

者
の

割
合

に
応

じ
て

支
給

６
０

％
以

上
：

７
万

円
／

人
月

、
３

５
％

以
上

６
０

％
未

満
：

６
万

円
／

人
月

、
３

５
％

未
満

：
５

万
円

／
人

月
※

 シ
フ

ト
制

で
働

く
在

職
者

な
ど

を
対

象
と

し
た

訓
練

コ
ー

ス
は

、
55

％
以

上
：

7万
円

／
人

月
、

30
％

以
上

55
％

未
満

：
6万

円
／

人
月

、
30

％
未

満
：

5万
円

以
上

／
人

月
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＊
訓

練
終

了
後

3か
月

ま
で

を
就

職
支

援
期

間
と

し
て

、
月

ご
と

に
指

定
来

所
日

を
設

定

〇
職

業
訓

練
受

講
給

付
金

の
支

給
額

訓
練

受
講

手
当

月
10

万
円

※
訓

練
開

始
日

か
ら

1か
月

ご
と

に
区

切
っ

た
期

間
の

日
数

が
28

日
未

満
の

場
合

、
1日

当
た

り
3,

58
0円

通
所

手
当

訓
練

施
設

へ
通

所
す

る
場

合
の

定
期

乗
車

券
な

ど
の

額
（

月
上

限
42

,5
00

円
）

寄
宿

手
当

月
10

,7
00

円
※

同
居

の
配

偶
者

、
子

お
よ

び
父

母
と

別
居

し
て

寄
宿

す
る

場
合

な
ど

に
支

給

〇
訓

練
受

講
者

に
対

す
る

就
職

支
援

●
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
が

、
訓

練
受

講
者

ご
と

に
就

職
支

援
計

画
を

作
成

し
、

職
業

訓
練

の
情

報
提

供
か

ら
訓

練
終

了
後

の
就

職
ま

で
の

支
援

を
、

訓
練

実
施

機
関

と
連

携
を

図
り

な
が

ら
、

個
別

・
伴

走
型

で
き

め
細

か
に

行
う

※
  就

職
支

援
の

な
が

れ
（

3か
月

訓
練

の
例

）

訓
練

実
施

機
関

に
よ

る
選

考

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

で
職

業
相

談

●
求

職
申

込
・

制
度

説
明

●
制

度
の

要
件

を
満

た
す

こ
と

の
確

認
訓

練
受

講
の

必
要

性
判

断
な

ど
●

訓
練

コ
ー

ス
選

定
、

受
講

申
込

●
給

付
金

事
前

審
査

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

で
職

業
相

談
就

職
支

援
計

画
作

成
、

受
講

の
指

示

［
訓

練
開

始
前

］
［

訓
練

受
講

中
］

［
訓

練
終

了
後

］

1か
月

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
指
定
来
所
日
*

●
求

職
活

動
状

況
の

確
認

●
次

の
月

の
就

職
支

援
措

置
の

作
成

●
応

募
求

人
の

選
定

な
ど

（
訓

練
終

了
1月

前
メ

ド
）

●
給

付
金

の
支

給
申

請
・

審
査

給
付

金
支

給
（

申
請

か
ら

1週
間

程
度

）

※
給

付
金

を
受

給
し

て
も

訓
練

期
間

中
の

生
活

費
が

不
足

す
る

場
合

、
給

付
金

に
上

乗
せ

し
て

資
金

を
融

資
す

る
制

度
に

よ
り

支
援

［
求

職
者

支
援

資
金

融
資

］
・

貸
付

額
：

単
身

者
月

額
５

万
円

、
扶

養
家

族
を

有
す

る
者

月
額

10
万

円
×

給
付

金
の

受
講

予
定

訓
練

月
数

・
利

率
：

２
％

（
う

ち
信

用
保

証
料

0.
5％

）
・

担
保

・
保

証
人

：
不

要

※
訓

練
実

施
機

関
は

、
訓

練
受

講
者

の
出

欠
状

況
の

証
明

、
キ

ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
、

職
務

経
歴

書
、

履
歴

書
の

作
成

指
導

、
求

人
情

報
提

供
等

の
就

職
支

援
を

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
と

連
携

し
て

実
施

2か
月

3か
月

1か
月

2か
月

3か
月
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